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さて、本論ではひとつの仮説を 6 つの異なる場面で検討している。さらに、この 6 つの実践に
関して、テクノロジーを活用した相互作用創出・拡張という視点から順序づけている。
従来、指導者が主導権を握り、「効率よく指導する」という観点で実践が行われていることが多い。
しかし、「指導したことが他の場面では応用が利かない」などのいわゆる「般化困難」と呼ばれる
状況に陥ることが多いことは、これまでもしばしば指摘されたところである。
本研究では、この「般化困難」を解決するため、状況的認知論をひとつの理論的な基礎として
実践を展開している。そして、それまで各々ぱらぱらで行っていた作業をお互いに協力し合い(相
互作用創出)、その関係を集団に広げることに成功している(拡張)。
本論で明らかになった知見は、知的障害者に対する就労支援のみならず広く障害児者教育の現
場において有用なものとなっている。さらに、テクノロジーを活用した教育実践に対しても、多
くの示唆を投げかけるものとなっている。
よって、本論文は博士(教育情報学)の学位論文として合格と認める。
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